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２．課題別の現状と政策ツール
（１）市場においては十分な供給が図られない賃貸住宅への対応
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資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口（平成19年５月推計）」
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％ ２０１５高齢化率

２００５高齢化率

順位 都道府県名 2005年 2015年 増加率

１

２

３

４

５

（７）

埼玉県 116万人 179万人 +55%
千葉県 106万人 160万人 +50%
神奈川県 149万人 218万人 +47%
愛知県 125万人 177万人 +42%
大阪府 165万人 232万人 +41%
（東京都） 233万人 316万人 +36%

順位 都道府県名 2005年 2015年 増加率

４３

４４

４５

４６

４７

岩手県 34万人 39万人 +15%
島根県 20万人 22万人 +11%
秋田県 31万人 34万人 +11%
山形県 31万人 34万人 +10%
鹿児島県 44万人 48万人 +10%
全国 2,576万人 3,378万人 +31%

２（１）①－１ 高齢者の現状と将来予測

都道府県別高齢化率都道府県別高齢化率

高齢化率は都道府県毎に差異がある。今後は大都市圏で急速に高齢化が進む見込み。

２



２（１）①－１ 高齢者の現状と将来予測

大都市圏における地域別高齢者の増加大都市圏における地域別高齢者の増加

2035年における
65歳以上の高齢者数
(2005年=100)

200以上

175-200未満
150-175未満
150未満

国土地理院承認平14総複第149号 出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口（平成20年12 月推計）」

郊外の住宅地においてより急速に高齢化が進展。

注）さいたま市内の各区については、データが存在しないため、
市のデータで一律に色分けしている

３



全住宅ストックに占めるＵＲ賃貸住宅の割合全住宅ストックに占めるＵＲ賃貸住宅の割合

２（１）①－１ 高齢者の現状と将来予測

東京２３区では概ね低い一方で、郊外のニュータウン
地区を中心に高い割合を占めている。

10%以上
5%-10%未満
2.5%-5%未満
0%-2.5%未満

なし

出典：住宅総数については、総務省「住宅・土地統計調査」（平成１５年）
ＵＲ賃貸住宅管理戸数については、国土交通省資料（平成20年度末時点）国土地理院承認平14総複第149号

＜参考＞１都３県（東京都、千葉県、神奈川県、埼玉県）
の全住宅ストックに占めるＵＲ賃貸住宅の割合

２．８％（42.2万戸／1,529万戸）

４



介護保険３施設

居住系サービス
を提供する「住
まい」

有料老人ホーム

軽費老人ホーム

特別養護老人ホーム

介護療養型医療施設

認知症対応型共同生活介護

高齢者向け優良賃貸住宅

シルバーハウジング

147,981人（H19.10）

86,367人（H19.10）

313,894人（H19.10）

412,807人（H19.10）

110,730床（H19.10）

132,817人（H19.10）

22,561戸（H20.3）

約８４万人

約４３万人

高齢者向け
公共賃貸住宅

約５万戸

養護老人ホーム

介護老人保健施設

30,159戸（H20.3）

66,375人（H19.10）

（注）１戸、１床を１人と見なした

出典：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（平成１９年度）

「社会福祉施設等調査」（平成１９年）

２００７年

６５才以上人口

２，７４６万人

住宅に居住する高齢者の居る世帯１，９２６万世帯※に２，６４６万人の高齢者が暮らす。

２，２９３万人

健常者等右以外の者

３５３万人 100

要支援・要介護認定者

在宅（２，６４６万人）

施設及び居住
系入所者

＊うち介護保険３施設；７９万人

総務省「推計人口」
（平成１９年１０月１日現在）

①要支援・要介護認定者数については、平成１９年度介護保険事業状況報告より、平成１９年度末の数値。
②施設等入所者数については、平成１９年介護サービス施設・事業所調査結果の概況より、介護保険３施設の在所者
数及び認知症対応型共同生活介護、特定施設入所者生活介護（介護付有料老人ホーム）の利用者数の合計。

健常者等右以外の者

２０１５年

６５才以上人口

３，３７８万人

住宅に居住する高齢者の居る世帯２，０８９万世帯※に３，２６８万人の高齢者が暮らす。

２，８２２万人 ４４６万人 110

要支援・要介護認定者

在宅（３，２６８万人）

施設及び居住
系入所者

（資料） 日本の将来人口推計（平成１８年１２月推計）、日本の世帯数の将来推計（平成２０年３月推計）；国立社会保障・人口問題研究所

介護保険事業状況報告（平成１９年度）、国民生活基礎調査（平成１９年）；厚生労働省

住宅・土地統計調査（平成１５年）；総務省統計局

①要支援・要介護認定者数については、平成１９年１１月介護保険事業状況報告（暫定）の認定者率を、推計人口に乗じて求めた。
②施設等入所者数については、厚生労働省資料の「これからの整備のイメージ（全国推計）」を直線補完して求めた。 約１３２万人

計

２（１）①－１ 高齢者の現状と将来予測

高齢者の住まい高齢者の住まい

○高齢者の９割以上は在宅
６５歳以上人口２，７４６万人のうち２，６４６万人（９６％）が在宅

○要介護の高齢者も約８割が在宅
要介護認定者４５３万人のうち３５３万人（７８％）が在宅介護

○ 要支援・要介護認定者４５３万人
に対して、高齢者政策の対象となって
いる介護・生活支援サービスのついた
高齢者の住まいは約１３２万人分。

５

＜定員＞



※ 棒グラフについては、次の数値を平成１８年度の高齢者人口の見込み（厚生労働省老健局計画課調べ）で除して得た率。
・介護保険３施設については、平成１７年度末の定員数（厚生労働省老健局計画課調べ）
・居住系サービス（認知症高齢者グループホーム、特定施設）については、平成１７年度末のサービス利用者数（厚生労働省老健局計画課調べ）
・医療療養病床については、平成１８年３月末の病床数（「病院報告（平成１８年３月分概数）」（厚生労働省統計情報部））
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２（１）① －１ 高齢者の現状と将来予測

65歳以上人口に対する介護施設等の整備状況（平成１８年３月）65歳以上人口に対する介護施設等の整備状況（平成１８年３月）

介護施設等の整備割合は全体として４～５％（対65歳以上人口）
地域によって偏在があり、地域のニーズに適合した施策の展開が必要

６
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２（１）①－１ 高齢者の現状と将来予測

高齢者の住まい高齢者の住まい

65.01%

84.86%

76.28%

9.88%

7.17%

14.41%

5.38%

9.28%

7.44%

5.10%

2.85%

1.91%

2.32%

2.48%

4.62%

0.23%

0.24%

0.24%

持ち家 公営の借家 公団・公社の借家

民営借家（木造） 民営借家（非木造） 給与住宅

高齢者の多くは持ち家に居住。夫婦世帯の持ち
家居住率が85%なのに対し、単身世帯では２割
強が民間借家、１割程度が公営の借家に居住。

高齢者の住居のうち、最低居住水準を下回って
いるものは、単身世帯の居住する民営借家にお
いて数が多く割合も高くなっている。

高齢者の世帯別住宅の所有の関係高齢者の世帯別住宅の所有の関係

65歳以上の
単身主世帯

65歳以上の
夫婦主世帯

65歳以上の
単身主世帯
及び夫婦主
世帯

住宅の所有の関係別最低居住水準未満の住宅数及び割合住宅の所有の関係別最低居住水準未満の住宅数及び割合

出典：総務省「住宅・土地統計調査」（平成１５年） 出典：総務省「住宅・土地統計調査」（平成１５年）
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（資料）平成１５年住宅・土地統計調査［総務省］
注１）「廊下幅」データは実態と乖離があり、「3点ｾｯﾄ」は補正値を推計。
注２）「高齢居住」欄は、６５歳以上の者が居住する住宅における比率。

◆３点セット等の実施率（ストックに対する割合）

全体 持家 借家 高齢居住

Ａ手すり（２ヶ所以上） １５．３％

Ｂ段差のない屋内 １３．１％ １７．０％ ７．２％ １３．２％
住
戸
内
（
専
用
部
分
）

ＡＢＣ全て対応（３点セット） ５．４％ ７．３％ ２．６％ ６．７％

Ｃ廊下幅が車椅子通行可 １２．６％ １７．２％ ５．７％ １６．７％

ＡＢＣいずれかに対応 ２５．５％ ３４．５％ １１．９％ ３４．３％

Ａ又はＢに対応（一定対応） ２１．６％ ２９．３％ １０．０％ ２８．９％

２１．５％ ５．９％ ２３．９％

２（１）①－１ 高齢者の現状と将来予測

バリアフリー化の状況バリアフリー化の状況

高齢者が居住する住宅において「手すりの設置」「段差の解消」及び「広い廊下幅の確保」（「３点
セット」）が実施された住宅の割合は６．７％。
なかでも、借家は２．５％と立ち遅れ。 （H15住宅・土地統計調査）

８



高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地域における居住の安定に特に配慮が必要な世帯の居住の用に供する
居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進するため、賃貸住宅の整備等に要する費用に対する助成や家賃の減額に対
する助成を行う。〔地域優良賃貸住宅制度要綱（平成19年３月28日付け国住備第160号）〕

１．目的１．目的

（１）整備（建設、改良）に対する助成
国は、入居者資格を以下の対象世帯とする地域優良賃貸住宅の整備について、地方公共団体が事業主体に助

成する費用（共同施設等整備費の２／３等）の概ね４５%を地域住宅交付金等により助成を行う。（収入分位０
～８０%（但し、高齢者世帯以外の場合、収入分位０～２５%は所得の上昇が見込まれる者））

・高齢者世帯 ・障害者等世帯 ・子育て世帯 ・災害被災者等

（２）家賃低廉化のための助成
国は、地域優良賃貸住宅に、以下の対象世帯（収入分位０～４０％）が入居する際に、地方公共団体が事業

主体に対して行う家賃低廉化のための助成に係る費用（１世帯当たり４万円／月を上限）の概ね４５%を地域住
宅交付金等により地方公共団体に対して助成を行う。

・高齢者世帯 ・障害者等世帯 小学校卒業前の子どもがいる世帯 ・災害被災者・密集市街地からの立ち退き者等 等

２．制度概要２．制度概要

良質な賃貸住宅

整備費に助成
高齢者・子育て世帯等

国・地方公共団体

良質な賃貸
住宅を整備

高齢者・子育て
世帯等向けに
供給

民間事業主体等

地域優良賃貸住宅制度のイメージ
３．平成１９年度末管理戸数３．平成１９年度末管理戸数

一 般 型（特優賃等） ・・・ 159,186戸
高齢者型（高優賃 ） ・・・ 30,159戸

（うちＵＲ 19,715戸）

２（１）①－２ 政策ツール

地域優良賃貸住宅（地優賃）地域優良賃貸住宅（地優賃）

９



ＵＲのみ供給

民間事業者等のみ供給

18

鹿児島県

1

宮崎県

山口県

38 48
1,347

福岡県

6

長崎県

北海道

沖縄県

24

高知県

5

山形県

39

72

東京都

4,559

35 千葉県

2,753

大阪府

2,658

埼玉県

2,506

神奈川県

2,090

愛知県

940

兵庫県

866

奈良県

784

京都府

590

茨城県

336
滋賀県

103

三重県

57

和歌山県

51

岐阜県

27

地方公共団体・民間事業者等ともに供給

445

44

青森県

岩手県

12

253

宮城県

87

108

福島県

20

栃木県

126

3072
560

1,367

新潟県

105

富山県

206
石川県

117

福井県

159

山梨県

76
長野県

20132

静岡県

270

244

32

116

200

2,367

354

72

鳥取県

286

島根県

119

岡山県

24
広島県

392
262

香川県
83

徳島県

50

愛媛県

103
234

1,287

127

熊本県

609

142

120

151

ＵＲ・民間事業者等ともに供給

地方公共団体・ＵＲ・民間事業者等ともに供給

地方公共団体 ＵＲ 民間事業者等【供給主体】

２（１）①－２ 政策ツール

地優賃（高齢者型）の都道府県別分布状況地優賃（高齢者型）の都道府県別分布状況

地方公共団体による直接供給及び間接供給（民間事業者等への補助）は、ほぼ全国的に行わ
れているが、供給数は都道府県毎に大きな差が見られる。一方、URにおいては、賃貸住宅７６．
７万戸中１９,７１５戸（２．５７％）が地優賃（高齢者型）。大都市圏を中心に１６都府県で供給。

出典：国土交通省資料（平成１９年度末時点）

※民間事業者等については、地方公共団体が
建設費補助を行ったもののみを記載している。
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健常高齢者 要支援・要介護高齢者 認知症高齢者 身体機能障害高齢者

・認知症高齢者グループホーム
・有料老人ホーム
・軽費老人ホーム
・老人保健施設
・特別養護老人ホーム
・介護療養型医療施設

心身の状態の変化 ＯＫ

ＮＧ

バリアフリー
改修

ＯＫ

ＮＧ

在宅介護サービスなど

在宅生活継
続

住み替え
or

施設入所

身体状況に応じた
バリアフリーが
なされているか？

心身の状態に応じた
生活支援や介助が受
けられるか？

２（１）①－２ 政策ツール

施設・居住系サービスの整備施設・居住系サービスの整備

心身の状態や介助の体制により住宅の改修や住み替え・施設入所が必要となる。

11



363,747

383,326
399,352

412,807

282,513
297,769

309,346 313,894

138,942
129,942

119,825
110,730

76,998

102,302

123,485
132,817

33,921
49,927

66,070
84,355

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

（定員数）

特養

老健

介護療
養型医
療施設

グルー
プホー
ム

特定施
設

（出典）厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」

（注）１ 特定施設については、利用者数である

２ 特別養護ホーム及び特定施設の平成18年及び19年の数字は、

それぞれ地域密着型（定員29人以下）のものは含まない。

（参考）介護保険３施設等の定員の推移
（各年１０月１日現在）

【これからの整備のイメージ（全国推計）】

要介護２～５

210万人

290万人

４１％

３７％

平成16年度

108万人
介護保険３施設＋
居住系サービス

施設・居住系サービス
＝特別養護老人ホーム、老人保健施設、介護療養型医療施設、
認知症高齢者グループホーム、介護専用型特定施設

平成１６年度 要介護認定者数（要介護２～５）に対す
る施設・居住系サービス利用者の割合は４１％

これを、平成２６年度には３７％以下とする。

（平成16年度の４１％から１割引下げ）

利用者の増加に対応し

た整備が必要

87万人

平成26年度

出典：厚生労働省作成資料

２（１）①－２ 政策ツール

施設・居住系サービスの整備施設・居住系サービスの整備

高齢者が、可能な限り、居宅において継続して日常生活を営むことができるような基盤整備を
進めていく必要があるが、施設・居住系サービスについても、高齢化の進展に対応して、引き続
き、整備を進めていく必要がある。

12



高齢者等の生活特性に配慮しバリアフリー化された公営住宅等と、ＬＳＡ（ライフサポートアドバイザー（生活援助員））による生活
相談・緊急時対応等のサービスを併せて提供する

１ 概要

(１) 入居世帯：高齢者単身・夫婦世帯等

(２) 住 宅：緊急通報装置を備えた公営住宅等

－公営住宅の附帯施設としての高齢
者生活相談所の設置

－特定公共賃貸住宅を活用したＬＳＡ

専用住戸の設置 等
（国土交通省の地域住宅交付金等）

(３) Ｌ Ｓ Ａ ：入居高齢者に対して緊急時対応、
一時的な家事援助等を実施
（厚生労働省の地域支援事業）

２ 住宅とサービスの提供

昭和62年度 制度創設（ＬＳＡ常駐型）
平成5年度 制度拡充（福祉施設連携型）

実績：８３７団地 22,561戸（平成20年度末計画策定）

３ 経緯・実績

連 携
住宅行政福祉行政

機構

ＬＳＡ
専用住戸
（常駐型
の場合）

２（１）①－２ 政策ツール

シルバーハウジング・プロジェクトシルバーハウジング・プロジェクト
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公営住宅のグループホーム事業活用実績の推移

6

138

400
459

545

649

0

100

200

300

400

500

600

700

H8 H12 H16 H17 H18 H19 年度

戸

高齢者、障害者が地域で暮らせる社会の実現に向けて、公営住宅を日常生活上の援助を受けながら共同
生活を行うグループホームとして活用できることとしている。

１．制度概要１．制度概要

平成４年～ 補助金等適正化法に基づく個別の大臣承認を受けて、試行的に実施
平成４年４月 北海道上磯町営住宅、平成５年４月 静岡県営住宅（袋井市）
平成６年４月 徳島県営住宅（板野郡）

平成８年 公営住宅法改正
公営住宅のグループホームとしての活用について、法律に明確に位置付けるとともに、以下の要件に該当する場合

には大臣承認の手続きを簡素化した（事後報告をもって承認と取り扱う。）。

２．経緯２．経緯

【対象となる社会福祉事業】
①精神障害者グループホーム
②知的障害者グループホーム
③認知症高齢者グループホーム（平成１２年４月から追加）
④ホームレスの自立の支援のための活用（平成１８年４月から追加）
【活用することができる主体】
社会福祉法人、地方公共団体、医療法人、ＮＰＯ等
【要件】
①公営住宅の適正かつ合理的な管理に著しい支障のない範囲で行
われること
②公営住宅の本来の入居対象者である低額所得者層への供給に支
障が生じないこと
③事業の円滑な実施が担保されていること

（国土交通省資料）

※このうち大阪府において300戸を活用。
※認知症高齢者向けグループホームは６戸のみ。

２（１）①－２ 政策ツール

公営住宅のグループホームとしての活用公営住宅のグループホームとしての活用
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2
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1
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1
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宮城県

1

3
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6
福島県

14
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3
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2
石川県

1
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6
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1
20

1
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28
島根県

3
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2
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3

1
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1
１

5

熊本県

3
大分県

2

3

1

25

59
38

1

28

１

２（１）①－２ 政策ツール

出典：国土交通省資料（平成１９年度末時点）

都道府県別社会福祉施設等（保育所を除く）※の併設の現状都道府県別社会福祉施設等（保育所を除く）※の併設の現状

主に大都市部において併設が進んでいるが、県によっては公営住宅への併設よりもＵＲ賃貸住
宅における併設の方が多い県も見受けられる。

※社会福祉施設等（保育所を除く）とは、老人福祉施設、障害者福祉施設、児童福
祉施設、母子・寡婦福祉施設等の社会福祉施設（保育所を除く。）をいう。
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団地再編の実施イメージ団地再編の実施イメージ

デイサービスセンター、診療所、訪問看
護・介護事業所、子育て支援、ＮＰＯレス
トラン、交流施設等の出店住戸内及び屋外空間のバリアフリー化 （一部住戸は介護

対応型に改修）

介護対応住戸や高齢者向け賃貸住
宅、グループホーム等への住み替え
支援

民間事業者等によるグループホーム、小規模
多機能施設等の設置

民間事業者等による高齢者専用賃貸住宅、
有料老人ホーム、特別養護老人ホーム等の
設置

緊急通報オペ
レーションセン
ター

タクシー会社等

見守り

団地外の者のサービス利
用（通所・訪問）

公共交通機関や福祉施設等と
の間の移動経路のバリアフリー
化（スロープ、屋外ＥＶの設置
等）

介護

子育て

医療

食事
交流

※各地域ごとに、地方公共団体、公的賃貸住宅管理者、民間福祉事業者等による協議会を設置し、具体的なプロジェクトを実施。

住棟集約で生じた

空地等の活用

現状

再編後

厚生労働省施策と連携し、高齢者等ができる限り住み慣れた地域や家庭で自立し、安心して暮らし続けることができるよう、公営
住宅団地やＵＲ都市機構賃貸住宅団地等を地域の福祉拠点として再整備する。

概要

２（１）①－２ 政策ツール

安心住空間創出プロジェクト安心住空間創出プロジェクト
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■バリアフリー化
○７７万戸のストックを再編・スリム化するなかで、平成30年度までに
バリアフリー対応住宅を新たに約10万戸供給、バリアフリー化率をストックの
約55％（約40万戸）とする。
さらにこのうち約４万戸は、在宅での介護のしやすさにも配慮した
在宅長寿対応住宅として供給。

■福祉施設等の誘致
○団地内の施設や空地に高齢者施設を計２４５施設
誘致。（平成21年3月末時点）
このうち、特養、グループホーム、有料ホーム等
については計22施設を誘致。

■高齢者等の見守りサービスの実施
○ＵＲ賃貸住宅に居住する高齢者等を対象とした見守りサービスを、団地自治会等と連携するなどして実施。

段差の多い居室空間

段差の多い浴室やトイレの出入り口

現況２ＤＫプラン

◆トイレの改善
・床段差 ・手摺設置
・介護を行う者の空間を確保

改修例

◆浴室の改善
・出入口段差の解消
・浴槽またぎ高さの低減
・手摺の設置
・出入口の幅の確保

◆居室等の改善
・キッチンと個室の
見通し確保

・洋室化によるﾍﾞｯﾄﾞ
車椅子対応

・床段差の解消
・通行幅の確保

介護のしやすさにも配慮したバリアフリー改修

（例）デイサービスの誘致

ＵＲ賃貸住宅における高齢者向け施策の例ＵＲ賃貸住宅における高齢者向け施策の例

既存住戸の改造により
これまでに高優賃
約２．０万戸を供給

２（１）①－３ ＵＲにおける取組み
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≪取組みの政策的意義、社会的ニーズ≫

・空き施設の活用による団地の活性化

・団地居住者等へのサービスの向上
・高齢化社会など社会情勢の変化への対応

≪事例≫原市団地（埼玉県上尾市）

元商業施設に通所介護施設を誘致し、事業者がデイ
サービス、ケアプラン作成、介護予防サービスの各種ケ
アサービスを提供

≪賃貸料≫

一般の賃貸施設と比較し２割程度減額した賃貸料
を設定

【事業者】
株式会社ツクイ

外 観

室内の様子《施設別の内訳》

計

訪問介護 ４３

通所介護等 ７３

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑなどﾞ ８

その外 ３７

計 １６１

計

地方公共団体 １２

社会福祉法人 １６

NPO法人 １８

その他民間事業者 １１５

計 １６１

《契約者内訳》

２（１）①－３ ＵＲにおける取組み

高齢者支援施設の誘致高齢者支援施設の誘致

《参考》UR賃貸住宅における高齢者支援施設に係る実績（平成20年度末現在）

18
※施設賃貸のみの実績

※一契約者が同一の賃貸施設において複数の施設を運営している場合、≪施設別の内訳≫は、
主たる施設により分類。



≪取組みの政策的意義、社会的ニーズ≫

民間事業者等の活力とノウハウを活用し、高齢社会におけ
る多様な住宅ニーズに的確に対応

≪事例≫シティーコート二子玉川地区（東京都世田谷区）

UR賃貸住宅建替事業にあわせて、機構が整備した住宅の躯
体（スケルトン賃貸住宅）を民間事業者（社会福祉法人）
へ賃貸し、高齢者向けグループホームの供給を支援

≪施設の内容≫ 認知症高齢者グループホーム

・賃貸面積：276.84㎡
（機構賃貸住宅の一部を事業者へスケルトン賃貸）

・戸数等 ：9室（11～13㎡／室）
・その他 ：厨房,リビング,浴室, トイレ,事務所等

≪取組みのポイント≫

・団地居住者を含めた周辺住民の理解
（当初は約８割の反対意見があったが、地道な話合いや見学等により

理解を深め結果、最終的には約８割が賛成に転じた）

・事業者の初期投資の軽減策

↓機構賃貸住宅

↓グループホーム内部（リビング）

↓グループホーム平面図

↓浴室

２（１）①－３ ＵＲにおける取組み

福祉等と連携した住宅の事例福祉等と連携した住宅の事例
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ＵＲ賃貸住宅に居住する高齢者等を対象とした見守りサービスを、関連法人や団地自治会と連携するなどし

て実施 ⇒ 対象団地拡大中（平成２０年度末実績は下記のとおり）

あんしん登録カード（平成１５年度～）

あんしんコール（平成１８年度～）

ごみ出しサービス（平成１５年度～）

・緊急時の連絡等速やかな対応ができるよう、希望する高齢者等が緊急連絡先、

かかりつけ医師等の情報をあらかじめカードに記入して登録

・カードはＵＲ（業務受託者（財）住宅管理協会）と団地自治会が保管

・全国６５団地で約４，０００名が登録

・住宅管理センター（業務受託者（財）住宅管理協会）の高齢者相談員から、希望

する高齢者等に週１回電話で安否確認

・応答がない場合等は、団地自治会が住戸を訪問して安否確認

・全国２０団地で約３３０名が登録

・自力でごみをだすことが困難な高齢者等に対し、団地内清掃業務を行っている

日本総合住生活㈱の清掃作業員がごみ出しを実施（週２回収集の場合月額５００円）

・連絡がとれない場合等はＵＲに連絡、ＵＲは緊急連絡先へ連絡などの安否確認

・全国８６団地で約２５０名が利用

２（１）①－３ ＵＲにおける取組み

高齢者等の見守りサービスの実施高齢者等の見守りサービスの実施
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公営住宅のバリアフリー化の状況

（平成１７年３月末）

平成 ７年 長寿社会対応住宅設計指針（→平成１３年廃止）
平成１１年 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく高齢者等配慮対策等級
平成１３年 高齢者が居住する住宅の設計に係る指針（高齢者居住安定確保法）

支援措置

指針等の策定

持ち家 借家（公営住宅） 借家（民間賃貸住宅）

補
助

○地方公共団体が行うバリアフ
リー化等の施策を支援
・地域住宅交付金（提案事業）

○民間事業者等による高齢者向け優良賃
貸住宅の整備に対し助成

・地域優良賃貸住宅（高齢者型）

融
資

○バリアフリー住宅（新築）に対す
る金利を優遇
・住宅金融支援機構優良住宅取得支援
制度

○バリアフリーリフォームのため
の融資と債務保証
・住宅金融支援機構高齢者向け返済特
例制度による融資
・高齢者居住安定化センター死亡時一括
償還融資に対する債務保証

○バリアフリー対応賃貸住宅融資
戸当たり２５㎡以上のバリアフリー基準に合致した賃貸住
宅を建設する際の資金について、長期固定金利によって融
資を実施

○高齢者向け優良賃貸住宅購入融資
既存の建築物を取得し、高齢者向け優良賃貸住宅として
改良して供給する際の、既存の建築物の購入資金について、
長期固定金利によって融資を実施

税
制

○バリアフリー改修促進税制

・所得税、固定資産税

○高齢者向け優良賃貸住宅供給促進税
制

・所得税、法人税、固定資産税

○高齢化対応仕様を標準化（平成３
年度以降新規建設）

○既存住宅の住戸改善を推進

９３万戸

（４２％）

３６万戸

（１７％）

２１９万戸

いずれか一つ
以上に対応

手すり・段差・廊
下幅すべてに対

応

管理戸数

住宅のバリアフリー化に関する取り組み住宅のバリアフリー化に関する取り組み

２（１）①－３ ＵＲにおける取組み

21



○高度のバリアフリー化 ⇒約15.2万戸（全戸数の約20％）
※①手摺の設置（浴室･便所･洗面所等の2ケ所以上）②段差のない室内③車椅子通行可能な廊下幅

○一定のバリアフリー化（高度のバリアフリー化を含む） ⇒約30.8万戸（全戸数の約40％）
※高度のバリアフリー化の①と②のうち、１点以上を満たすもの

○約76万戸に設置済（全戸数の約100％）

○高層住宅 （対象：約38.2万戸） ⇒設置済：約38.5万戸／設置率100％
○中層片廊下型（対象：約1.9万戸） ⇒設置済：約1.4万戸／設置率約76％
○中層階段室型（対象：約36.2万戸） ⇒設置済：140戸／設置率約0.04％
※全ストックにおける設置率 ⇒設置済：約39.9万戸／約76.4万戸＝約52％

→中層階段室型については、平成21年度からＥＶ設置を本格実施予定

○約7.9万戸（全戸数の約10％）

バリアフリー化

階段手摺り

エレベーター

増改築事業（リニューアル）

※平成20年度末現在

２（１）①－３ ＵＲにおける取組み

バリアフリー化バリアフリー化
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２．課題別の現状と政策ツール
（１）市場においては十分な供給が図られない賃貸住宅への対応
②（主として子育て世帯向けの）比較的規模の大きい賃貸住宅



0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全住宅 持ち家 民営借家 公営の借家 公団・公社の借家

～29㎡ 30～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡～

○世帯数に比較し、ストック数は充足。
・世帯数 ：１，２５６万世帯

・ストック数 ：１，５５５万戸

○ストックの規模で見ると、居住水準は低いレベルにとどまっている状況。
・床面積：２９㎡以下の住宅が３２．０％（持家０．４％）
・最低居住水準未満世帯の割合 ： ９．８％（持家 １．１％）
・誘導居住水準以上の世帯の割合 ：３３．２％（持家６５．０％）

世帯数／ストック数 ： ０．８１

資料：総務省「住宅・土地統計調査（平成１５年）」

4.2%
9.8% 9.2% 10.1%

43.5%

33.9%

57.0% 56.0% 53.0%

52.3%

33.2% 36.9%

1.1%

34.8%

65.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全住宅 持ち家 民営借家 公営の借家 公団・公社の借家

最低居住水準未満 最低以上誘導未満 誘導居住水準以上

（平成１５年）

（平成１５年）

（平成１５年）

２（１）②－１ 民間賃貸住宅の現状

住宅別の１住宅あたり延べ床面積の分布状況住宅別の１住宅あたり延べ床面積の分布状況 住宅別の居住水準の達成状況住宅別の居住水準の達成状況
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1 . 34

1 . 06
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1 . 241 . 25

0 . 93

1 . 04

1 . 20

1 . 13

0 . 82

0 . 65

1 . 06

0 . 73

0 . 63

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

30㎡未満 30～50㎡ 50～70㎡ 70㎡以上

マンション（新築）

マンション（中古）

アパート（新築）

アパート（中古）

1.4

13.8

0.4

4.5

0.1 0.9

0

5

10

15

30㎡未満 30～50㎡ 50～70㎡

新築

中古

30㎡
未満

30㎡～
50㎡

50㎡～
70㎡

70㎡～
90㎡

アパート 6.6万円 9.1万円東京23区

マンション 8.4万円 13.1万円 18.1万円 27.5万円

アパート 6.1万円 7.5万円 9.2万円 －川崎市・
横浜市 9.4万円

12.0万円 －

マンション 6.8万円 12.3万円 18.1万円

民間賃貸住宅の平均募集賃料民間賃貸住宅の平均募集賃料

新規供給の民間賃貸住宅の平均坪賃料
＜東京２３区、川崎市、横浜市＞

新規供給の民間賃貸住宅の平均坪賃料
＜東京２３区、川崎市、横浜市＞

8.2

32.4

4.4

20.9

2.2

12.2

0.7
3.4

0

5

10

15

20

25

30

35

30㎡未満 30～50㎡ 50～70㎡ 70㎡以上

新築

中古

民間賃貸住宅の新規供給物件（※）の動向（面積規模別）

＜東京２３区、川崎市、横浜市＞

民間賃貸住宅の新規供給物件（※）の動向（面積規模別）

＜東京２３区、川崎市、横浜市＞

（万戸）
50㎡未満の住宅が
全体の約８割

（専有面積）

（万円）

（専有面積）

ファミリー向けの規模の賃貸住宅は、
坪賃料が安く、新築と中古の差も大きい

出典： （財）日本賃貸住宅管理協会「賃貸住宅市場 動向調査レポート」掲載の２００７年のデータを基に作成
注） リクルートの「ISIZE住宅情報」、「ForRent.jp」に掲載された物件が対象

マンション

アパート

※新築物件と中古物件の募集賃料の平均

※リクルートの「ISIZE住宅情報」、「ForRent.jp」掲載物件のみ

２（１）②－１ 民間賃貸住宅の現状

民間賃貸住宅において、ファミリー世帯に適した、ある程度の広さがあり、かつ、家賃が比較的
低廉な住宅は供給されにくい
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持家世帯の類型別床面積（平成１５年）

0 100 200 300 400 500 600

65歳未満の単身

65歳以上の単身

高齢夫婦

その他の２人世帯

３人世帯

４人世帯

５人以上世帯

万世帯

～４９㎡ ５０㎡～６９㎡ ７０㎡～９９㎡ １００㎡～１４９㎡ １５０㎡～

６５歳以上の単身及び夫婦の持家世帯
の５４％は１００㎡以上（３１３万世帯）

６５歳以上の単身及び夫婦の持家世帯
の５４％は１００㎡以上（３１３万世帯）

４人以上の持家世帯の２９％は１０
０㎡未満（２９４万世帯）

４人以上の持家世帯の２９％は１０
０㎡未満（２９４万世帯）

資料）平成１５年 住宅・土地統計調査〔総務省〕をもとに推計

持家世帯の類型別床面積（平成１５年）

0 100 200 300 400 500 600

65歳未満の単身

65歳以上の単身

高齢夫婦

その他の２人世帯

３人世帯

４人世帯

５人以上世帯

万世帯

～４９㎡ ５０㎡～６９㎡ ７０㎡～９９㎡ １００㎡～１４９㎡ １５０㎡～

６５歳以上の単身及び夫婦の持家世帯
の５４％は１００㎡以上（３１３万世帯）

６５歳以上の単身及び夫婦の持家世帯
の５４％は１００㎡以上（３１３万世帯）

４人以上の持家世帯の２９％は１０
０㎡未満（２９４万世帯）

４人以上の持家世帯の２９％は１０
０㎡未満（２９４万世帯）

資料）平成１５年 住宅・土地統計調査〔総務省〕をもとに推計

２（１）②－２ 政策ツール

高齢者等の住み替え支援高齢者等の住み替え支援

○ ６５歳以上の単身及び夫婦の持家世帯の５４％が１００㎡以上の住宅に居住。
（４人以上の持家世帯の２９％が１００㎡未満の住宅に居住）
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２（１）②－２ 政策ツール

高齢者等の住み替え支援高齢者等の住み替え支援

○ ＵＲ賃貸住宅においても、高齢者と子育て世帯等の間での住まいのミスマッチが見られる。

0 20000 40000 60000 80000 100000 120000 140000 160000

65歳未満の単身

65歳以上の単身

高齢夫婦

その他の２人世帯

3人世帯

4人世帯

5人以上世帯

世帯

40㎡未満 40～50㎡未満 50～60㎡未満 60～70㎡未満

70～80㎡未満 80～90㎡未満 90～100㎡未満 100㎡以上

最低居住水準未満の世帯が約3.1万世帯

高齢者世帯のうち都市型誘導居住水準を
10～15㎡以上上回る世帯は約3.2万世帯

出典：「平成１７年UR賃貸住宅居住者定期調査」より国土交通省作成27



◇高齢者等の住み替え支援
高齢者等の所有する戸建て住宅等を広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを円滑化す
ることにより、子育て世帯等に広い住生活空間を提供するとともに、高齢者の高齢期の生活に適した
住宅への住み替え等を促進。

◇高齢者等の住み替え支援
高齢者等の所有する戸建て住宅等を広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを円滑化す
ることにより、子育て世帯等に広い住生活空間を提供するとともに、高齢者の高齢期の生活に適した
住宅への住み替え等を促進。

子育て世帯等へ

高齢期に適した
住宅への住み替え

高齢者世帯等

国

保証

賃料

借り上げ※

賃料

※借上げ主体は、高齢者の死亡時まで

継続して契約

賃貸（定期借家
契約を活用）

借上げ主体
（中間法人等）

基金

住み替え支援のスキーム住み替え支援のスキーム

※平成18年10月の事業開始からの活用実績は６９件。（平成20年10月16日現在）
平成18～20年度の３年間はモデル事業として実施。今後、事業の全国展開を図る。

２（１）②－２ 政策ツール

高齢者等の住み替え支援高齢者等の住み替え支援
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賃貸化されたマンションストック数の推移

28.5

39.3

59.0

44.2

11.6
16.5%

13.2%

14.9%

12.0%
12.3%

0

10
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40

50

60

70

Ｓ５５年度 Ｓ６２年度 Ｈ５年度 Ｈ１１年度 Ｈ１５年度

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

賃貸化されたマンショ ンストック数

マンショ ンストックに占める賃貸化されたマンショ ンの比率

民間賃貸住宅と比較して一般的に居住水準が高いマンションストックの賃貸化は、民間賃貸住

宅の居住水準の向上に寄与するものと期待。

注２）賃貸化されたマンションストック数の推移は、国土交通省「建築着工統計」、「マンション総合調査」等を基に推計

注１）戸建て住宅の賃貸化は含まれていない

注３）マンションストックに占める賃貸化されたマンションの比率は、国土交通省「マンション総合調査」による

（万戸）

２（１）②－２ 政策ツール

マンションストックの賃貸化マンションストックの賃貸化
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山口県

2
10

福岡県

北海道

沖縄県
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山形県
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東京都

75

255
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3
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1

三重県

1

地方公共団体の供給する住宅への併設のみ

ＵＲ賃貸住宅への併設のみ

地方公共団体の供給する住宅・UR賃貸住宅ともに併設

1

青森県
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1

秋田県
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群馬県

2

埼玉県

7
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2
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1
26

65

11
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3
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7

1

香川県愛媛県

1

1

大分県

1

27

3027

２（１）②－２ 政策ツール

都道府県別社会福祉施設等（保育所）の併設の現状都道府県別社会福祉施設等（保育所）の併設の現状

大都市圏での併設が多いが、首都圏では東京都を除いてＵＲ賃貸住宅への併設が大半を占め
る。一方、西日本を中心に全く併設が行われていない県、ＵＲ賃貸住宅への併設しか行われて
いない府県も見受けられる。

出典：国土交通省資料（平成１９年度末現在）

地方公共団体の供給する住宅への併設数

UR賃貸住宅への併設数
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≪取組みの政策的意義、社会的ニーズ≫

・空き施設の活用による団地の活性化

・団地居住者等へのサービスの向上
・少子化社会など社会情勢の変化への対応

≪賃貸料≫

一般の賃貸施設と比較し５割程度減額した賃貸料を
設定

≪事例≫高島平団地（東京都板橋区）

住棟１階部分の元店舗用施設に保育園を誘致し、既存
の板橋区認可保育園（社会福祉法人）が分園を設置

【事業者】

社会福祉法人
こじか福祉会

室内の様子

２（１）②－３ ＵＲにおける取組み

計

保育園 ４２

幼稚園 ６

学童保育 １０

その他 ２０

計 ７７

《施設別の内訳》

計

地方公共団体 １６

社会福祉法人 １０

NPO法人 １３

その他民間事業者 ３８

計 ７７

《契約者内訳》

《参考》 UR賃貸住宅における子育て支援施設に係る実績（平成20年度末現在）

子育て支援施設の誘致子育て支援施設の誘致

31
※施設賃貸のみの実績

※一契約者が同一の賃貸施設において複数の施設を運営している場合、≪施設別の内訳≫は、
主たる施設により分類。



２．課題別の現状と政策ツール
（２）市場において自力では適正な居住水準の住宅を確保できない者への対応
①民間賃貸住宅への入居制限を受けやすい者への対応



0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

法人 48.2%32.9% 21.3%16.9% 16.9%14.7% 14.1%13.6% 12.6%11.0% 7.8% 1.5% 14.3%

個人 37.4%24.3% 27.2%13.1% 12.1%10.9% 13.3%12.8% 7.7% 9.8% 7.4% 5.4% 21.3%

家賃
滞納

ﾏﾅｰ
ﾓﾗﾙ

修繕
費
家賃
改定

契約
一般

ｸﾚｰ
ﾑ対

維持
管理

敷金
精算

規約
違反

契約
更新

明け
渡し

その
他

不明

金銭に関わるトラブルを中心に、多様なトラ
ブルが発生している。

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

法人 37.4% 27.3% 24.2% 22.6% 16.7% 16.4% 10.2% 8.3% 5.2% 35.3%

個人 40.2% 33.0% 32.7% 30.1% 23.3% 20.0% 13.4% 13.2% 5.4% 31.2%

外国人
単身高

齢者

元ホー

ムレス

生活保

護世帯

ＤＶ被害

者

高齢者

のみ

障害者

がいる

子供が

いる

一人親

世帯

拒まな

い

家賃の徴収・滞納等に関わること 敷金の精算・原状回復費用の負担に関わること

入居者の生活マナー・モラルに関わること 入居者の管理規約違反に関わること

入居中の修繕費の負担に関わること 契約の更新・解約に関わること

家賃の改定・更新料等に関わること 明け渡し及び立ち退き料等の交渉に関わること

契約一般に関わること その他

クレームへの対応方法・対応時間等に関わること 管理を業者に委託しているため分からない

建物の維持管理の質・内容に関わること

物件を貸したくない対象物件を貸したくない対象

外国人を筆頭にして入居を制限されるおそれの
ある対象者は多様。家賃の支払い能力があれば
入居を拒まないとする貸主は３割強にすぎない。

２（２）①－１ 入居者を限定している理由

入居者と生じるトラブルの内容入居者と生じるトラブルの内容

出典：（財）日本賃貸住宅管理協会「賃貸オーナーに関する調査結果報告書」（平成２１年１月） 33



出典：（財）日本賃貸住宅管理協会「民間賃貸住宅の管理状況調査」（平成１８年度）

・家賃の滞納や契約時における初期費用（一時金等）
の支払いに対する不安

・連帯保証人や緊急連絡人の確保に対する不安

・（特に外国人が少ない地域である場合）貸主の外国人に対する不
慣れ・偏見や語学力への不安等から契約を敬遠

・敷金・礼金など賃貸住宅に関する日本独自の慣行
への理解不足から、入退去時にトラブルが発生する
ことに対する不安

・日本での生活に不慣れなため、騒音やゴミ処理、共
用部分の使用方法等を巡り、近隣住民との間でトラ
ブルが発生することに対する不安

３．外国人３．外国人

・家賃の滞納や契約時における初期費用（一時払等）
の支払いに対する不安

・連帯保証人や緊急連絡人の確保に対する不安

・借主が死亡した場合の、家財道具の処理や、原状
回復費用に係る貸主負担の発生に対する不安

・借主が居室内で死亡した場合の資産価値の下落に
対する不安

１．高齢者１．高齢者

・家賃の滞納や契約時における初期費用（一時払等）
の支払いに対する不安

・連帯保証人や緊急連絡人の確保に対する不安

・火災等の発生の確率が高まるのではないかなど、
障害者への偏見・誤解に基づく不安

・障がい者の日常的な習慣を巡り、近隣住民との間で
トラブルが発生することに対する不安

２．障がい者２．障がい者

・騒音により近隣住民との間でトラブルが発生するこ
とに対する不安

・設備の著しい毀損、損耗により原状回復費用が膨ら
み、トラブルが発生することに対する不安

４．子育て世帯４．子育て世帯

貸主が入居者を限定する理由は、住宅弱者の特性に応じてさまざま。

２（２）①－１ 入居者を限定している理由
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出典：（財）日本賃貸住宅管理協会「賃貸オーナーに関する調査結果報告書」（平成２１年１月）

入居限定者を問わず、家賃滞納や連帯保証
人等の確保は高い割合を占めるが、高齢者に
ついては、居室内での死亡事故に対する不安
が最大の理由として挙げられている。

第1位 第2位 第3位

外国人
単身高
齢者

元ホー
ムレス

生活保
護世帯

ＤＶ被
害者

高齢者
のみ

障害者
がいる

子供が
いる

一人親
世帯

家賃滞納 53.3% 40.4% 80.5% 80.5% 27.9% 45.6% 26.5% 17.4% 50.0%

習慣・言葉の違い 43.3% 1.5% 2.1% 2.3% 2.5% 1.7% 5.5% 2.8% 5.4%

連帯保証人・緊急連絡
人等の確保

30.5% 36.0% 46.8% 41.8% 21.2% 31.6% 13.7% 6.7% 19.5%

住宅の使用方法 27.6% 10.1% 17.6% 10.8% 15.9% 13.1% 34.7% 47.8% 13.4%

他の入居者との協調性 27.5% 8.9% 22.6% 14.5% 31.0% 10.0% 29.2% 24.7% 20.5%

居住者以外の出入り 24.9% 2.4% 12.0% 7.2% 21.8% 3.1% 11.4% 10.7% 15.2%

近隣住民との協調性 15.9% 4.6% 16.6% 9.9% 29.3% 4.3% 17.4% 24.7% 6.3%

生活サイクルの違い 5.9% 3.3% 2.7% 3.3% 4.2% 6.0% 11.0% 12.4% 8.9%

居室内での死亡事故等 2.1% 69.3% 8.3% 9.5% 22.6% 61.8% 28.3% 8.4% 12.5%

その他 2.4% 4.3% 3.7% 5.2% 10.6% 4.6% 10.0% 12.4% 11.6%

外国人
単身高
齢者

元ホー
ムレス

生活保
護世帯

ＤＶ被
害者

高齢者
のみ

障害者
がいる

子供が
いる

一人親
世帯

連帯保証人の確保 58.8% 48.1% 55.1% 57.6% 38.3% 49.3% 40.2% 32.6% 46.4%

身元保証人の確保 50.9% 52.9% 45.8% 43.5% 38.3% 51.3% 37.0% 27.5% 41.1%

家賃債務保証サービス 20.8% 17.6% 25.7% 32.5% 12.0% 15.4% 15.5% 12.4% 11.6%

緊急連絡先の確保 17.9% 43.7% 15.7% 16.6% 24.6% 44.4% 32.9% 14.6% 34.8%

ＮＰＯなどによる支援活動 12.6% 11.8% 12.6% 12.2% 14.2% 11.4% 15.5% 4.5% 5.4%

定期借家契約による契約 5.3% 4.3% 6.0% 7.5% 6.1% 5.1% 4.1% 11.2% 7.1%

特約の追加 9.0% 5.5% 6.2% 7.7% 7.8% 4.3% 8.2% 21.3% 5.4%

いかなる条件でも不可 22.4% 17.1% 29.0% 22.6% 32.1% 17.1% 26.0% 28.7% 19.6%

外国人
単身高
齢者

元ホー
ムレス

生活保
護世帯

ＤＶ被
害者

高齢者
のみ

障害者
がいる

子供が
いる

一人親
世帯

契約時の立会人の派遣 42.1% 32.5% 37.3% 41.6% 26.0% 34.8% 25.1% 19.1% 30.4%

通訳派遣 41.3% 4.3% 2.5% 1.4% 2.5% 4.8% 6.8% 3.9% 5.4%

トラブル時の対応 40.3% 26.5% 39.3% 42.0% 39.9% 26.5% 34.2% 38.2% 33.9%

生活ルール等の説明 37.8% 9.4% 18.4% 13.3% 13.1% 10.8% 12.3% 29.2% 23.2%

市場慣行についての説明 9.4% 2.7% 3.9% 4.8% 3.4% 4.8% 5.9% 7.3% 11.6%

事故・死亡等緊急時の対応 6.6% 49.7% 16.4% 15.3% 16.2% 45.6% 25.6% 5.6% 10.7%

見守り・医療機関との連携 3.0% 42.8% 9.5% 11.6% 15.4% 37.9% 30.6% 7.3% 9.8%

電話相談 2.9% 6.5% 6.8% 9.3% 8.7% 7.1% 8.7% 9.6% 11.6%

いかなる支援でも不可 23.3% 20.0% 35.8% 29.2% 33.8% 20.5% 27.4% 31.5% 22.3%

入居を断る理由入居を断る理由

受け入れることができる条件受け入れることができる条件

貸したくない対象に対して有効な支援策貸したくない対象に対して有効な支援策

連帯保証人や身元保証人の確保が図られれ
ば受け入れ可能との意見が多い。

貸主からは、実際にトラブルが発生した時に
支援してくれる第三者の存在が求められている。

注）上記の表では貸主が法人の場合のデータに基づき作成したが、
貸主が個人の場合についてもほぼ同様の傾向が得られている。

２（２）①－１ 入居者を限定している理由
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＜あんしん賃貸支援事業の概要＞

あんしん賃貸住宅の登録

入居後の

相談・支援

賃貸人入居希望者 地方公共団体

Ｎ Ｐ Ｏ ・

社会福祉法人等

情報データベース

ネットワーク

情報提供

連 携

入居後の

居住支援

仲介業者

の協力

２（２）①－２ 政策ツール

地方公共団体、ＮＰＯ・社会福祉法人、仲介事業者等が連携し、高齢者、障害者、外国人、子育て世帯（以下、「高齢者等」とい

う。）が入居可能な民間賃貸住宅等の登録や居住に関する各種サポートを行うことにより、これらの者の入居の円滑化と安心

できる賃貸借関係の構築を支援する

１．趣旨１．趣旨

①高齢者等の入居を受け入れることとする民間賃貸住宅（あんしん賃貸住宅）のデータベースを構築し、情報提供を実施
② 高齢者等の入居の円滑化と安心できる賃貸借関係の構築を実現するため、ＮＰＯ・社会福祉法人等と連携 し、各種居住支援
サービス（契約時の立会い、トラブルや退去時の調整、安否確認等）を実施

２．概要２．概要

実効性の高い制度の設計・運用を図るため、関係省庁、地方公共団体、社会福祉法人、関係団体、有識者を構成員とする協議

会を設置（平成18年４月）

３． あんしん賃貸支援事業推進協議会の設置３． あんしん賃貸支援事業推進協議会の設置

あんしん賃貸支援事業あんしん賃貸支援事業
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大都市地域を中心に、高齢者・障害者等の居住の安定を確保するため、民間賃貸住宅を活用
した様々な居住支援等の取組みが行われているところ。

対象 制度の概要

東京都 高齢者 ・見守りサービス

１）緊急時対応サービス

２）２４時間電話相談

・葬儀の実施

・残存家財の片付け 等

ホームレス ・借り上げ住宅を２年間（更新あり）低家賃(3,000円)

で貸付け。

福岡県 高齢者 ・高齢者の住替え、子育て世帯への住宅の供給を支援

子育て世帯 （事業に協力する事業者を登録。高齢者の不動産売却

・賃貸等の際に、登録事業者を紹介）

渋谷区 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

ひとり親世帯 （民間保証会社による家賃債務保証の仕組みを整備)等

板橋区 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

ひとり親世帯 （民間保証会社による家賃債務保証の仕組みを整備）

多子世帯 等

横浜市 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

（ ）外国人 民間保証会社による家賃債務等保証の仕組みを整備

特定疾患患者 ・居住支援

ひとり親世帯 （独居老人への緊急通報装置付き電話設置、外国人

DV被害者 への通訳等、入居者に応じた居住支援を実施）等

生活保護受給

者

児童福祉施設

退所者 等

川崎市 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

外国人 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備）

・居住支援

(入居者の死亡、近隣とのトラブル等が発生した場合

の対応、外国人への通訳派遣等) 等

対象 制度の概要

目黒区 高齢者 ・家賃債務等保証

障害者 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備）

ひとり親世帯 ・区による入居時の保証人引き受け

・家賃助成（上限２万円を５年間）等

大田区 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

ひとり親世帯 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備)等

生活保護受給

者

外国人

豊島区 高齢者 ・家賃債務等保証

障害者 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備)

ひとり親世帯 ・立ち退き、建て替えなどによる区内での住み替えの

際、差額を助成（上限1.5万円を３年間） 等

北区 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

ひとり親世帯 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備)等

野田市 高齢者世帯 ・協力不動産店の登録

障害者世帯 ・家賃債務等保証

ひとり親世帯 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備)

DV被害者 ・居住者支援(日常生活用具の給付、配食サービス) 等

ひとり親世帯 ・入居時の１ヶ月分家賃助成（上限額65,000円） 等

DV被害者

２（２）①－２ 政策ツール

住宅弱者の居住の安定に向けた地域の取組み住宅弱者の居住の安定に向けた地域の取組み
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高齢者の入居を拒否しない賃貸住宅の登録・閲覧制度を整備し、高齢者に必要な賃貸住宅情報の提供を行うとともに、当該
賃貸住宅について、滞納家賃の保証制度を措置することにより高齢者の円滑な入居を支援する。

１．趣旨１．趣旨

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

当該年度 24,961 21,817 13,806 9,247 11,240 20,655
101,726

23,866
累 計 24,961 46,778 60,584 69,831 81,071 125,592

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

基本約定

締結戸数（累計）

219 6,788 12,636 15,140 16,445 26,083

375

29,697

債務保証

引受件数（累計）

0 18 81 161 272 560

①高齢者円滑入居賃貸住宅 （登録戸数：戸）

②高齢者に対する家賃債務保証 （基本約定締結戸数：戸、保証引受件数：件）

貸主

高齢者円滑入居
賃貸住宅の登録

情報提供

高齢者単身・

夫婦世帯等

家賃債務保証
（６ヶ月限度）

賃貸借契約

高齢者居住支援センター

家賃債務保証
の申込み

貸主

高齢者円滑入居
賃貸住宅の登録

情報提供

高齢者単身・

夫婦世帯等

家賃債務保証
（６ヶ月限度）

賃貸借契約

高齢者居住支援センター

家賃債務保証
の申込み

(１) 高齢者円滑入居賃貸住宅・・・高齢者の入居を受け入れることとしている賃貸住宅
(２) 登録制度・・・賃貸人は高齢者円滑入居賃貸住宅を知事に登録することができる。登録された情報は、広く開示。

（３）家賃債務保証・・・高齢者居住支援センターは、登録住宅に入居する高齢者の家賃に係る債務を保証できる。

都道府県
（指定登録機関）

情報の一元化

都道府県
（指定登録機関）

３．実績３．実績

２．制度の内容２．制度の内容

【保証内容】 対象者 ：高齢者世帯（６０歳以上） 保証の対象：家賃６ヶ月分等に係る債務保証
保証期間 ：２年間（更新可） 保証料 ：月額家賃の３５％

【登録項目】 ・賃貸人の氏名又は名称
・賃貸住宅の位置、戸数、規模及び構造（加齢対応構造を含む）、家賃及び共益費の概算額 等

２（２）①－２ 政策ツール

高齢者円滑入居賃貸住宅（高円賃）高齢者円滑入居賃貸住宅（高円賃）
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高齢者円滑入居賃貸住宅のうち、専ら高齢者の単身・夫婦世帯を賃借人とするものについて、より詳細な情報を登録し、
開示する。

１．趣旨１．趣旨

(１) 登録内容・・・高円賃に比べてより詳細な情報を登録し、比較選択を容易にする。

(２) 一定の要件（※）を満たす高齢者専用賃貸住宅については、特定施設入居者生活介護の対象施設となりうる（介護保険
法）

なお、上記の要件を満たす高齢者専用賃貸住宅は、有料老人ホームとしての規制は及ばない（老人福祉法）
(３)その他
生活指導及び相談、安否確認又は緊急時対応の全部又は一部を行う高齢者専用賃貸住宅にあっては、医療法人でも
経営可能（平成１９年５月～）

※ 高齢者の居住の安定を確保する法律施行規則 （平成17年12月1日施行）

【登録項目】 ・賃貸人の氏名又は名称 ・賃貸住宅の位置、戸数、規模及び構造（加齢対応構造を含む）、家賃及び共益費の概算額
は追加情報 ・高齢者専用賃貸住宅の戸数 ・入居の際受領する費用の概算額 ・共同利用する居間、食堂、台所、収納設備、浴室の有無

・入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活上の世話の提供の有無 ・前払い金の保全措置の有無 等

【一定の要件（※）】
・各戸の床面積が25㎡以上（居間、食堂、台所その他の部分が、共同利用に十分な面積を有する場合は18㎡以上）
・各戸に台所、水洗便所、収納設備、洗面設備及び浴室を備えること（共用部分において、共同で利用する適切な台所、収
納設備、 浴室を備えている場合は、各戸に備えなくともよい）
・前払家賃に対する保全措置が講じられていること
・入浴、排せつ若しくは食事の介護、食事の提供、洗濯、掃除等の家事又は健康管理をする事業を行う賃貸住宅であること

１７年度 １８年度 １９年度

当該年度 2,331 7,655 8,808 

累計 2,331 9,986 18,794 （登録戸数：戸）

３．実績３．実績

２．制度の内容２．制度の内容

２（２）①－２ 政策ツール

高齢者専用賃貸住宅（高専賃）高齢者専用賃貸住宅（高専賃）
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住宅を賃貸しようとする者は、知事の認可を受けて、高齢者に対し、終身建物賃貸借事業を実施できる。
（１）対象となる者
・高齢者（６０歳以上）であること。
・単身又は同居者が高齢者親族であること(配偶者は６０歳未満でも可)｡

（２）対象となる住宅の基準
・高齢者の身体機能に対応し、段差のない床、浴室等の手すり、幅の広い廊下等を備えたものであること
・前払家賃を受領する場合にあっては、当該前払家賃の算定根拠が書面で明示され、必要な保全措置が講じられるもの
である 等

（３）高齢者が死亡した場合の同居者の継続居住
・同居していた高齢者（配偶者は６０歳未満でも可）は高齢者の死亡後１か月以内の申出により継続居住可能。

（４）解約事由
・家主からの解約申入れは、住宅の老朽等の場合に限定
・借家人からの解約については、
①療養、老人ホームへの入所、親族との同居等が理由の場合は、解約申入れ１か月後に借家契約は終了
②上記以外の理由の場合は、解約申入れ６か月後に借家契約は終了

（５）その他の借家人に対する配慮
・借家人が希望すれば、終身建物賃貸借契約の前に定期借家により１年以内の仮入居が可能

高齢者単身・夫婦世帯等が終身にわたり安心して賃貸住宅に居住できる仕組みとして、借家人が生きている限り存続し死
亡した時に終了する（相続性を排除する）、借家人本人一代限りの借家契約を結ぶことができる制度。

１．趣旨１．趣旨

２．制度の内容２．制度の内容

３．実績３．実績

２２件 ８４５戸（平成２０年３月末）

２（２）①－２ 政策ツール

終身建物賃貸借制度終身建物賃貸借制度

40



ＵＲ賃貸住宅 民間賃貸住宅

礼金 なし １～２ヶ月〔57.5%が徴収、平均1.4ヶ月〕

敷金 ３ヶ月 １～２ヶ月〔70.3%が徴収、平均1.6ヶ月〕

更新料 不要 １ヶ月〔65.0%が徴収、平均1ヶ月〕

保証人 不要※下記高齢者等への対応の場合を除く。 要 連帯保証人のみ(58.5%)

債務保証サービスのみ(24.8%)

両方ともあり(14.7%)、両方ともなし(2.1%)

入居要件
（収入）

原則：申込本人の平均月収が月額賃料の４倍以上

月額賃料×４≦平均月収

平均月収＝過去1年間の収入（税込）÷１２

※申込本人の平均月収が基準に満たない場合

①勤務先または同居親族からの家賃補給（本人１/２以上）

②貯蓄基準（月額家賃の１００倍以上の貯蓄残高があることの確認）

③家賃等一時払い制度（月額家賃＋共益費の1年分以上を一括払い）

収入確認は入居申込時のみ

大家による審査(勤務先、収入等)

更新時にも収入確認あり

申込 原則先着順

高齢者、子育て世帯への優先申込期間あり

原則先着順

高齢者等
への対応

高齢者、障がい者及び母子家庭は、

基準月収額の１/2未満でも入居可能
※扶養親族等の平均月収が基準月収額以上あること、及び扶養親族等が家賃等の支払いについて連帯して
履行の責を負うことの確約が必要

約16％で入居制限の実態あり
※(財)日本賃貸住宅協会「民間賃貸住宅の管理状況調査」(平成18年度)

※民間賃貸住宅のデータは国土交通省「民間賃貸住宅に係る実態調査」（平成１９年）

※民間賃貸住宅については主に東京の場合を記載。地域、家主によって大きく異なる。

ＵＲ賃貸住宅と民間賃貸住宅の入居資格の比較ＵＲ賃貸住宅と民間賃貸住宅の入居資格の比較

２（２）①－３ ＵＲにおける取組み
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優遇倍率のアップ

多数回落選・10倍

（当選者数 約70件）

新規募集
新規募集に際して実施している

高齢者・子育て等優遇の倍率アップ

（10倍→20倍優遇）

多数回落選・10倍

優先受付期間（７日間）の設定

空家募集

高優賃募集

先着順受付に際して、高齢者、子育て世帯等に限定した

優先受付期間を設定

＜対象団地の指定＞
・高齢者層：比較的低廉な家賃、高齢者施設等を考慮
（多摩永山団地等の40～50年代前半の郊外型団地等から指定）

・子育て層：保育所等の施設、公園等の子育て空間を考慮
（東雲ｷｬﾅﾙｺｰﾄ等の子育て施設等の充実した団地から指定）

先着順受付（約70,000件）

高優賃以外の空家募集

先着順受付（約70,000件）

高優賃以外の空家募集
新
設
新
設

現 状 見直し後

19年度実績

（約71,000件）

19年度実績

（約1,600件）

平成20年度から実施

高齢・子育て等優遇
（10倍優遇）

（当選者数 約1,100件）

高齢・子育て等優遇
（10倍優遇）

（当選者数 約1,100件）

シェア50％以上

高優賃募集（約1,000件）
（高齢者に限定した募集を実施）

現状は、優遇措置なし

引続き実施

拡
充
拡
充

引続き実施

12月から
40団地で
実施中

9月から
新規募集
で実施中

・対象40団地における優先受付期間の認知が徐々に浸透、制度の定着化が図られつつある
ものと思われる。 計820件（平20.12～平21.3実績、右図参照）
・新規募集407戸に対する高齢者・子育て等、20倍優遇適用者の申込実績 計889件
（平21.3末迄実績）

成果

空家募集優先期間中申込累計
（対象40団地）
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900

12月 1月 2月 3月

件

163

603

346

820

Ｈ２１

２（２）①－３ ＵＲにおける取組み

入居者募集に当たっての優遇措置入居者募集に当たっての優遇措置
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２．課題別の現状と政策ツール
（２）市場において自力では適正な居住水準の住宅を確保できない者への対応
②最低居住水準確保のための市場家賃の支払いが困難な者への対応
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２（２）②－１ 低所得世帯と公営住宅の現状
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(万世帯)

２人以上

１人

参考）公営住宅の入居基準（年間収入）(H21.4～) ２人世帯（扶養親族１名）：351万円、３人世帯（扶養親族２名）：400万円、４人世帯（扶養親族３名）：447万円

出典：総務省「住宅・土地統計調査」（平成１５年）
出典：総務省「貯蓄動向調査」（H12年まで）及び総務省「家計調査（貯蓄・

負債編」（H13年以降）。H13年はH14年1～3月平均。

普通世帯の年間収入別分布普通世帯の年間収入別分布

○ 近年、世帯年収は減少傾向 ○ 普通世帯（約4,700万世帯）で、年間収入が200万
円未満の世帯は約900万世帯（うち2人以上世帯が約
350万世帯）、400万円未満の世帯は約2,200万世帯
（うち2人以上世帯が約1,300万世帯）
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年齢階級別貯蓄現在高
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千円
出典：総務省「全国消費実態調査」（平成１６年）

注）家賃については、借家居住者の支払額平均とするため、家賃÷（１－持家率）で推定している。

年齢階級別家賃負担の推移年齢階級別家賃負担の推移

月収に占める家賃の負担割合は年齢が高くなるにつれて減少する。
高齢者世帯については、所得の減少に伴って家賃負担割合が増加するが、貯蓄現在高は最も多い。
一方、若年者世帯については、家賃負担割合が最も高く、貯蓄現在高も少ないものの、将来所得の
増加に伴い、負担割合が次第に軽減される見込みがある。

世帯主の年齢階級別月収・家賃
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２（２）②－１ 低所得世帯と公営住宅の現状
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出典：総務省「住宅・土地統計調査」（平成１５年度）

世帯年収別居住形態世帯年収別居住形態 借家(1,717万世帯)の内訳借家(1,717万世帯)の内訳
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住居の種類別被保護世帯の構成比の推移住居の種類別被保護世帯の構成比の推移

出典：被保護者全国一斉調査（平成１４年７月１日現在）

181,240世帯

普通世帯全体の
持ち家世帯率
60.9%

(863万世帯)

(672万世帯)

(653万世帯)

(549万世帯)

(743万世帯)

(630万世帯)

(291万世帯)

(64万世帯)

(41万世帯)

(95万世帯) (17万世帯) (165万世帯) (200万世帯) (6万世帯)

(50万世帯)(18万世帯) (96万世帯) (129万世帯) (15万世帯)

(33万世帯) (17万世帯) (78万世帯) (120万世帯) (21万世帯)

52万世帯 788万世帯

世帯年収が低い
ほど借家への居住
率が高い

世帯年収が低いほど公営の借家への
居住割合は高いが、年収200万円未満
の世帯でもその割合は2割を下回る。

被保護世帯の公営住宅への居
住は約２割で増加傾向にあるもの
の、過半数は借家・借間に居住。

２（２）②－１ 低所得世帯と公営住宅の現状

178万世帯
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■平成17年度定期調査

418万円世帯主

39.5%共稼ぎ世帯率

11年8ヶ月居住年数（平均）

33.2%
＜11.3%＞

高齢者（65歳以上）がいる世帯
＜うち高齢単身者＞

505万円世帯全体
年収（平均）

2.2人居住人数（平均）

54.3才世帯主年齢（平均）

■平均世帯主年齢の推移

30才
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全世帯〔家計調査〕

機構賃貸住宅居住者

■平均世帯主年齢の推移
■収入分位別入居世帯の割合

■平均世帯収入の推移
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■平均世帯収入の推移

20～ 40％
18.5%

40～ 60％
12.4%

60～ 80％
9.8%

80～100％
7.4%

0～ 20％
51.9%

※全国・勤労者世帯の年間収入五分位階級
（総務省統計局：家計調査年報平成16年＜
貯蓄・負債編＞統計表）を基に作成

２（２）②－１ 低所得世帯と公営住宅の現状

ＵＲ賃貸住宅における居住者の現状ＵＲ賃貸住宅における居住者の現状

管理開始年代別×高齢者居住世帯　　（高齢者＝65歳以上）

15,000

46,000

22,000
31,000

120,000

27.1%25.9%
30.3%

37.3%

45.3%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

Ｓ３０年代 Ｓ４０年代 Ｓ５０年代 Ｓ６０～Ｈ６年度 Ｈ７年度～

管理開始年度

世
帯
数

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

高齢者居住世帯 高齢者居住世帯の割合

出典：平成１７年ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査

■管理開始年代別高齢者居住世帯数及び高齢化率
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（～452万円）
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（593～747万円）

（747～958万円）
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0.5%未満

0.5%～1.0%未満
1.0%～1.5%未満

1.5%～2.0%未満
2.0%以上

12.06
10.77

23.48 23.19

11.39
13.17

30.52

2.81 2.00

13.72

8.31 7.58

0.21%

0.59%

0.01% 0.07%
0.22%

0.33%

1.15%

0.69%

2.99%

0.38%
0.58%

2.96%
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埼

玉

千

葉

東

京

神

奈

川

愛

知

京

都

大

阪

兵

庫

奈

良

福

岡

全

国

平

均

（

参

考

）

Ｕ

Ｒ

平

均

倍

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

3.50%

募集倍率 空家率

公営住宅の都道府県別空家率公営住宅の都道府県別空家率

大都市圏における公営住宅の
募集倍率と空家率

大都市圏における公営住宅の
募集倍率と空家率

出典：国土交通省資料（平成１９年度末時点）

公営住宅における平均募集倍率は、大都市圏で10倍超ときわめて高い一方、地方圏では2倍弱
のところも見られる。空家率※１はおおむね募集倍率が高いところほど低い傾向が見受けられるが、
ほとんどの都道府県では3％未満と実質的にはほぼ満室の状態にある。
UR賃貸住宅の空家率※１(2.96%)も、民間賃貸住宅平均※２(22.4%)よりは大幅に低く、実質的にはほ

ぼ満室の状態にある。

※１上記の公営住宅の空家率は、入居者の募集を行ったが空家となっている住宅（新築、既設を問わない）で、前
入居者退去等の後、１年以上経過している住宅に基づき算出されるいわゆる長期空家率をいう。一方、UR賃貸住
宅における空家戸数は、前住者の退去後、補修工事・後住者の募集・資格審査・契約等の募集・斡旋手続を行っ
ている住宅の戸数であり、定義が異なるため単純な比較はできないことに留意する必要がある。

２（２）②－１ 低所得世帯と公営住宅の現状

48※２：総務省「住宅・土地統計調査」（平成１５年）



６５歳以上：全国平均 39.0%(27.8%)      
＜参考>UR平均※ 29.4%(18.5%)

～ ２０％未満

５０％以上

４０％～５０％未満

３０％～４０％未満

２０％～３０％未満

東京都
55.1%
（41.2%）

大阪府
49.9%
（36.0%）

神奈川県
49.1%
（35.5%）

兵庫県
46.2%
（33.8%）

愛知県
41.5%
（28.2%）

沖縄県
19.1%
（12.6%）

山形県
21.2%
（14.5%）

茨城県
22.2%
（14.4%）

群馬県
22.7%
（14.0%）

秋田県
23.7%
（16.0%）

（ ）は、うち70歳以上

青字は６５歳以上が少ない地域（上位５県）

赤字は６５歳以上が多い地域（上位５都府県）

３大都市圏ではおおむね全国平均よりも高いが、それ以外の地域については全国平均を下回って
いる。全国的には東日本の方が西日本よりも低い傾向が見受けられる。

都道府県別の公営住宅入居者（世帯主）における高齢者の入居割合

２（２）②－１ 低所得世帯と公営住宅の現状

出典：国土交通省資料（平成１９年度末時点）

UR平均については、平成１７年ＵＲ賃貸住宅居住者定期調査

いずれも年齢不詳の者については除く。
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公営住宅公営住宅

（公営住宅法 昭和26年）

都市再生都市再生機構機構賃貸賃貸住宅住宅

（独立行政法人都市再生機構法 平成15年）

目的 ○ 国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活
を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低
額所得者に対して低廉な家賃で賃貸

(当初）住宅の不足の著しい地域において、住宅に困
窮する勤労者のために供給

→(現行）既存賃貸住宅の管理等により、良好な居住
環境を備えた賃貸住宅の安定的な確保を図る

○ 都市再生機構（旧公団）が建設、管理

○ 同居親族を要しない

○ 収入制限なし

※ ただし、保証人や礼金、更新料が不要である代
わりに、原則、平均月収額が基準月収額（月額家賃
の４倍又は33万円）以上であることが入居条件

（→高齢者等についての特例あり）

○ 近傍同種家賃と均衡を失しないこと

※ 高齢者等で家賃支払いが困難と認められるもの
に対して家賃減免できる

※ 建替え時の戻り入居者について居住の安定を図
る必要がある場合は、家賃減額できる

国の財政支援措置 【建設費】

○ 建設、買取り：全体工事費の概ね45％を国が助成

○ 借上げ：共同施設整備費の2/3を国が助成

【家賃】

○ 近傍同種家賃と入居者負担基準額の差額の概ね45％を
国が助成

【建設費】

○ なし（→財政融資資金等の借入金が財源）

【家賃】

○ 家賃改定、建替えにおける高齢者等に対する家
賃減額の一部を国が補助又は出資金で支援

供給方式 ○ 地方公共団体が建設、管理

○ 地方公共団体が民間住宅等を買取り又は借上げ、管理

同居親族要件 ○ 原則同居親族を要する
入

居

者

資

格

収入要件 【原則階層】

○ 収入分位0～25％（３人世帯年収400万円以下、４人世
帯年収447万円以下）

【高齢者等に係る裁量階層】

○ 収入分位25～40％（３人世帯年収400～484万円、４人
世帯年収447～531万円）

家賃設定 【応能応益家賃】

○ 家賃算定基礎額×市町村立地係数×規模係数×経過年
数係数×利便性係数

○ 上限は近傍同種家賃

公営住宅とＵＲ賃貸住宅の比較公営住宅とＵＲ賃貸住宅の比較

２（２）②－１ 低所得世帯と公営住宅の現状
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北海道北海道
6.566.56％％

宮崎県宮崎県
6.386.38％％

千葉県千葉県
1.601.60％％

新潟県新潟県
2.162.16％％

岐阜県岐阜県
2.382.38％％

三重県三重県
2.392.39％％

埼玉県埼玉県
1.521.52％％

長崎県長崎県
6.256.25％％

鹿児島県鹿児島県
6.026.02％％

山口県山口県
6.066.06％％

大阪府大阪府
2.822.82％％

奈良県奈良県
2.762.76％％

東京都東京都
2.792.79％％ 千葉県千葉県

3.583.58％％

埼玉県埼玉県
2.972.97％％

兵庫県兵庫県
2.252.25％％福岡県福岡県

2.172.17％％

神奈川県神奈川県
2.172.17％％

京都府京都府
1.991.99％％

愛知県愛知県
1.891.89％％

※青字青字は全住宅ストック戸数に占める公営住宅の割合が高い上位５県

赤字赤字は全住宅ストック戸数に占める公営住宅の割合が低い下位５県

桃字桃字はＵＲ賃貸住宅の供給の大半を占める１０都府県

出典：国土交通省資料（平成１９年度末時点)

なお、都道府県別住宅ストック数については、総務省「住宅・土地統計調査」（平成１５年）

都道府県別住宅ストックに占める公営住宅、UR賃貸住宅の割合都道府県別住宅ストックに占める公営住宅、UR賃貸住宅の割合

～ 1.9%
2.0%～ 3.4%
3.5%～ 4.9%
5.0%～ 6.4%
6.5%～

東京 172,553戸

千葉 90,315戸

埼玉 83,813戸

神奈川 75,463戸

大阪 116,458戸

兵庫 53,619戸

京都 23,931戸

奈良 15,535戸

福岡 47,723戸

愛知 54,673戸

公営住宅は全国的に所在しているが、全住宅ストックに占める割合を見ると、北海道・九州・関西
圏で高く、東日本（特に、首都圏・東北地方）で低い。
ＵＲ賃貸住宅は１都１道２府２６県に所在するが、全７６．７万戸中７３．４万戸（約９６％）は東京圏（東
京、神奈川、千葉、埼玉）、関西圏（大阪、京都、兵庫、奈良）、愛知、福岡の１０都府県に集中。

２（２）②－１ 低所得世帯と公営住宅の現状

公営住宅公営住宅
ＵＲ賃貸住宅ＵＲ賃貸住宅

51



53 2,029
15,219

106,538

162,367

120,669

83,044
67,508

50,175
36,284 29,483 24,554

43,918
19,035

6,193

422,159

728,621

507,460

199,176

70,493

35,552
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円

戸

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

戸

UR賃貸住宅 公営住宅 民間借家

公営住宅平均
20,271円

UR賃貸住宅平均
68,700円

住宅の種類・家賃別管理戸数

※関東大都市圏全借家の１ヶ月当たり家賃（５０円未満除く）

民間賃貸住宅平均※

67,219円

(UR賃貸住宅,
公営住宅)

(民間借家)

(月額家賃)

公営住宅の平均家賃は２万円程度。ＵＲ賃貸住宅は、平均家賃を下回る戸数の方が多いものの、
市場家賃化を図っているため、全体では民間賃貸住宅平均（67,219円※）と大差ない。

２（２）②－１ 低所得世帯と公営住宅の現状

出典：国土交通省資料（平成１９年度末時点）、総務省「住宅・土地統計調査」（平成１５年）※表における民間借家は全国ベース
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直接供給と家賃補助の比較直接供給と家賃補助の比較

「新たな住宅政策に対応した制度的枠組みについて」（平成１７年９月２６日社会資本整備審議
会答申）では以下のように整理されている。

Ⅲ 新たな制度的枠組みの下での政策展開

２．重点的に講ずべき施策分野

（３）住宅セーフティネットの機能向上に向けた公的賃貸住宅制度の再構築

①住宅セーフティネットの再構築

ⅱ）住宅セーフティネットの機能向上に向けた賃貸住宅市場の整備

（ウ）民間住宅を活用した家賃補助

公営住宅における入居者・非入居者間の不公平の存在、コミュニティバランスの
低下など、現行制度が抱える問題点を抜本的に解消するためには、民間住宅を活
用した家賃補助が効率性の高い政策手段である。他方、国の制度として家賃補助
を導入することに関しては、生活保護との関係、財政負担、適正な運営のための事
務処理体制、受給者の自助努力を促す方策のあり方など整理すべき課題も多いた
め、当面は、地方公共団体が民間住宅を借り上げ、公営住宅として施策対象者に
低廉な家賃で提供する方法（借上げ型の公営住宅）を活用していくとともに、これら
の諸課題の克服に向け、具体的な検討を進めることが必要である。

２（２）②－２ 政策ツール
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対象世帯 減額の内容

低所得（収入分位25％以下）の高齢者・障害者・母子世帯等 市場家賃と公営住宅家賃（収入分位20～25％）の中間水準まで減
額（従前家賃が限度、退去までの間）

対象世帯 減額の内容

低所得（収入分位25％以下）の高齢者世帯 収入区分に応じて国が定める水準まで引き下げ（退去までの間、最
大20年間）

対象世帯 減額の内容

低所得（収入分位25％以下）の高齢者・障害者・母子世帯等 建替後市場家賃を50％減額（50㎡分、退去までの間）

① 家賃改定減額措置（家賃改定に伴う家賃減額措置）

② 高優賃減額措置（高齢者向け優良賃貸住宅における家賃減額）

③ 建替減額特別措置（建替事業に伴う家賃減額措置）

ＵＲ賃貸住宅に居住する低所得高齢者世帯等の居住の安定を図るための家賃減額措置（平成19年度）の
概要は以下のとおり。

家賃減額措置の種類 減額家賃適用世帯数 家賃減額の総額（注2） 国からの補助金等の額

①家賃改定減額措置 約50,000世帯 約24億円 約11億円

②高優賃減額措置 約19,200世帯（注1） 約49億円 約14億円（注3）

③建替減額特別措置 約 9,800世帯 約46億円 約 8億円

（注1）高齢者向け優良賃貸住宅（高優賃）の管理戸数です。
（注2）適用世帯の本来家賃から入居者負担額を控除した額の総額（年額）です。なお、高優賃にあっては、既存賃貸住宅の改善に要した費用（改善に要した費用に係る国からの

補助の額を控除した額）の回収に必要な家賃から入居者負担額を控除した額の総額（年額）としています。
（注3）このほか、都市・居住環境整備推進出資金の一部について、国の規定に基づき、一時的な運用益を高優賃減額措置の機構負担分の低減に充てています。

低所得高齢者世帯等に対する家賃減額措置低所得高齢者世帯等に対する家賃減額措置

２（２）②－２ 政策ツール
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２（２）②－２ 政策ツール

公的賃貸住宅ストックの相互活用に関する現行制度公的賃貸住宅ストックの相互活用に関する現行制度

＼転用後
転用前

公営住宅 特定優良賃貸住宅 高齢者向け優良賃貸住宅 その他の住宅

公営住宅

特定優良

賃貸住宅

高齢者向
け

優良賃貸
住宅

改良住宅

用途廃止の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

○住宅の種別の転用（公営住宅、特定優良賃貸住宅、高齢者向け優良賃貸住宅、改良住宅）

認定事業者による目的外使用の
知事承認（高齢者法３６条）

従前居住者退去後の空家利用
（改良法２９条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

用途廃止の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

みなし特定公共賃貸住宅としての
使用の大臣承認（公住法４５条２項）

用途廃止の大臣承認
（公住法４４条３項）

高齢者向けの賃貸住宅としての
使用の大臣承認（高齢者法５５条１項）

用途廃止の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

認定事業者による目的外使用の
知事承認（高齢者法３６条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

用途廃止の大臣承認
（公住法４４条３項）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

グループホーム等としての使用の
大臣承認（公住法４５条１項）

用途廃止の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

住宅の確保に特に配慮を要する
者に一定期間賃貸する場合の知
事承認（地域住宅特別措置法１３条）

用途廃止の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

認定事業者による目的外使用の
知事承認（高齢者法３６条）

用途廃止の大臣承認
（改良法２９条（公住法４４条３項））

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

用途廃止の大臣承認
（改良法２９条（公住法４４条３項））

※みなし特公賃と同様に取り扱う住宅

（特定優良賃貸住宅の供給手法は建設のみ）

（特定優良賃貸住宅の供給手法は建設のみ）

（特定優良賃貸住宅の供給手法は建設のみ）

恒久的措置

一時的な他用途使用

※この他、機構賃貸住宅等を公営住宅等として活用可能（大臣承認等の手続きは不要）
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